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論 文 内 容 の 要 旨
序 論
本論文は儀礼分析を通 した平安時代貴族社会の権力構造論である。本論文では院(上皇)に 代表
される皇族 ・摂関家 ・貴族諸家などを便宜的に 「家産制的権力」と定義 し、彼 らを主体とする家産
制的儀礼を素材 として、天皇一 太政官制的機構とこれ ら諸権力によって構成される貴族社会のあ
り方を考察する。考察に先立 って平安時代の家産制的権力の評価と儀礼論のふたっにっいて、学説
史の整理を行なった。家産制的権力の評価については、 これを積極的に評価する政所政治論か ら、
消極的に評価する太政官政治論 ・権門体制論への転回があり、1970年代以降現在まで改めて積極的
評価を下す学説が出現する。特に院権力の歴史的役割を積極的に評価する〈律令制的天皇/治 天
(院権力)〉 の王権二元構造論は学説史上重要な意味を持っ。一方、儀礼論については、80年代以
降飛躍的な進歩を遂げており、「王権一 貴族間結合原理の転換」、「貴族社会編成単位の変質」、
「王権一 権門間結合原理の形成」、それぞれのテーマが追究された。 こうした学説史を踏まえ、本
論文にとって直接的前提となる井原今朝男の研究のうち、家産制的儀礼の 「国家儀礼化」 とそれに
伴 う国家的諸権能の委任、という見解に伏在するく公権付与の構造〉的理解の問題性を指摘 し、本
論文の具体的作業内容を確定 した。
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第1章
「家産制的儀礼の国家儀礼化」 とそれによる 「家産制機構 と国家機構の共同執行」の問題にっい
て、仏教儀礼(仏 事)を 素材に考察 した。
先行学説において、「国家儀礼」と同義と理解 される 「公家沙汰」なる言葉を再検討す るに、「公
家沙汰」 とは天皇(朝 廷)が 儀礼遂行主体であることを示す記号に過ぎないのであって、「公家沙
汰」即 「国家儀礼」 と評価することはできない。次いで法成寺など摂関家寺院と法勝寺以下六勝寺
および得長寿院以下 「院家」 と呼称 される王権系寺院における仏事の運営形態を類型的に考察した。
その結果、摂関家の寺院では摂関家家司が運営組織を担当すること、王権系寺院の場合、六勝寺に
代表 される天皇御願の寺院では太政官職員が、諸皇族御願の院家型寺院では治天の君の院司がそれ
ぞれの運営組織を担当することが明らかとなった。すなわち運営形態は原則として儀礼空間となる
寺院の性格に決定 されたのである。摂関家 ・上皇建立寺院の仏事が太政官機構運営となることは原
則的に存在 しないのであって、よって先行学説の説 く太政官儀礼を頂点とするく公権付与の構造〉
はあり得ず、それぞれの儀礼の併存状況にあったと押さえ られる。また太政官機構と家産制機構の
共同運営については、太政官運営型儀礼における太政官機構 ・院庁機構のそれのみに限 られること、
そして共同運営を採 る六勝寺諸仏事や法勝寺千僧御読経は院を中心とする儀礼空間を形成しており、
それ故共同運営は院の関与をその本質とすること、以上の2点 を確認 した。 これに基づけば、共同
運営 とはく公権付与の構造〉で理解されるべきものではなく、〈律令制的天皇/治 天(院 権力)〉
なる王権の二元構造の反映 としてとらえられる。
上記の成果を元に摂関期から院政期にいたる仏事体系を トレースするならば、摂関期では摂関家
の優位性が、院政期では二元構造的王権の一方の極である院権力の優位性と摂関家儀礼の相対的地
位低下が、それぞれの時期を特徴づける。特に摂関期には非太政官運営型であった天皇仏事が、院
政期以降太政官運営型に転換 し、さらに院権力の強い影響力下に置かれた点は注目すべきであって、
王権のくイエ〉的側面 具体的には院権カー への太政官機構の従属を意味するものと評価でき
る。
さらに本章では 「准御斎会」型法会にも検討を及ぼし、太政官制は現実の権力関係においては劣
位ではあるが、象徴の体系では極めて優位に立っ ことを明 らかにし、儀礼を論ずる上でこの違いを
慎重に弁別す る必要のあることを述べた。 ㌔
第2章
院 ・摂関家を所課主体 とする諸国所課を 「権門諸国所課」と名付け、所課の見える儀礼の網羅的
検討を行 った。
最初に任大臣大饗(大 臣就任時に私邸で行 う饗宴)を 素材に、大臣家が諸国一般に所課 し得たこ
と、その諸国所課 は2っのタイプが存在することなどを確認 した。2っ のタイプとは、10世紀以前
に成立 した家牒を用いて所課 されるものと、早 くとも10世紀後半以降成立 したと考え られる御教書
を用いて所課 されるものである。本章で扱 う諸国所課は後者の型である。11世紀後半以降こうした
所課の確認 される儀礼 は、後見人が実質的運営主体 となる皇族通過儀礼(産 養 ・立后)、摂関家儀 ・
礼(賀茂詣など)、上皇 ・女院の儀礼(仏 事)に 大別される。先行学説は本所課 を、家産制的儀礼
の国家儀礼化により、所課の権能が太政官機構か ら委任されたと理解するが、本所課の確認される
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各儀礼は 「国家儀礼」 のいかんを問うまでもな く、社会的重要性を帯びるものであった。また所課
権の委任を明確に示す事例 は存在 しない。以上の点から、本所課は権門の主体的行為であったこと
を確定 した。
こうした諸国所課の原初形態を11世紀前半以前に遡及 して求めるならば、貴族社会における贈与
慣行を積とした摂関道長 ・頼通による受領への所課に行 き当たる。先に言及 した皇族通過儀礼の運
営を摂関家がこの時期独占していた点、そ して後に院が摂関家運営時の 「先例」を諸国所課の基準
とした点は重要である。摂関家が培った既製事実 は 「先例」 として蓄積 されることによって社会的
に定着 し、やがて個別的性格を帯びる 「受領所課」を一般的 「諸国所課」へ と 「体制化」させたと
考え られる。
か くして摂関家独自のダイナ ミズムが新たな収取を確立 させたわけであるが、院政期における摂
関家の政治的地位の低下 と院権力=王権の地位上昇 一 特 に院による受領統制の確立一 によって、
本所課が院権力の保証を必要 とするようになる。 この新たな段階は院権力=王 権を中心とする権門
諸国所課の系列化 と評価できる。
第3章
摂関家 ・院 ・諸皇族など以外の貴族諸家を主体 とする諸国所課の見える儀礼 として、五節舞姫献
上(毎年11月新嘗祭での豊明節会で舞を披露する)、春日祭使(毎 年2月 ・11月の春 日神社 の祭儀
に朝廷より派遣 される)な ど 「役」負担型儀礼 として類型化できる儀礼を中心に考察を進めた。
まず五節舞姫の場合、9世 紀末の 「宮廷社会」化一 天皇 との 「私的」関係が主要な構成原理と
する社会への変貌 一 によって、天皇 一 公卿関係の確認儀礼 としての性格を肥大化 させ、「役」
化する。 この 「役」負担型儀礼の特徴は、社会的名誉 との関わりに求められる。「役」負担者 は貴
族社会の視線 に曝された。それ故、 アピールを目的とした過剰な演出に走 ることとなり、負担者は
多大な出費を背負 う。
「役」負担者の経済的保証のため、10世紀を通 して太政官サイ ドよりの様々な物資支給方法が模
索されたものの、必ずしも十全に機能するには到 らなかった。その結果、経営は貴族諸家の手に完
全に委ねられることとなった。諸人よりの扶助的贈与である 「訪」供出、あるいは摂関期特有の受
領による上級貴族への経済的奉仕を背景 とした受領による供出など、「役」負担者独 自の調達形態
が展開 したのである。巨視的には、 これら貴族諸家独 自の活動を前提とすることで、 「役」負担型
の朝廷儀礼は成立 し得たのである。 こうした構造的状況に支えられ、第2章 の権門諸国所課同様、
「私的」調達であった受領供出はやがて 「体制化」するのであった。
春日祭使(近 衛府の使)の場合も、社会的名誉 と関わる点において、五節舞姫献上 と同様の構造
が見いだされる。特に上級貴族子弟の貴族社会に対する 「おひろめ」としての意義を有 した。ただ
し五節舞姫献上のごとく、天皇 一 公卿関係での名誉 との関わりは皆無 と言 ってよく、「宮廷社会」
化が 「役」負担化の原因と見ることはできない。おそらくは9世紀後半以降、近衛府が上級貴族の
昇進ルートに位置づけられたことと関わるのであろう(なおこの点は見通 しに留まる)。
その物資調達の実態を見るに五節舞姫同様、太政官機構よりの支給の欠如、「役」負担者 による
独自調達の展開、そして受領所課から諸国所課への 「体制化」が認められる。さらに12世紀末期に
は院による諸国所課代行の事実があり、院=王権 による権門諸国所課の系列化という第2章 の主張
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を繰 り返 し述べた。
また以上の諸家による諸国所課に関する結論を補強する事例 として伊勢公卿勅使(朝 廷より伊勢
神宮に派遣される使者)に よる諸国所課を取 り上げた。
補 論
贈与行為の 「体制化」というテーマを、より一般的に深めようとした。扶助的贈与である トブラ
ヒ(訪)を 取 り上げ、 トブラヒ慣行及びそれと収取体系 との関係の検討、そして他の贈与との比較
などを行った。
まず トブラヒなる行為が見 られる事例を、春 日祭使 ・法会 ・熊野詣 ・諸職の任料支払 ・荘園領主
よりの下行などに類別 して列挙 し、 この行為が扶助的贈与慣行 として存在 したことを確定 した。賜
杯関係における トブラヒに注目するならば、荘園所課 ・一国平均役などと併存する収取方式として
これを理解できる。こうした贈与と収奪 とのあいまいな関係は中世的収取一般 に指摘 されている。
そうした中で トブラヒ独自の意義を明らかにするため、他の贈与的行為(助 成 ・勧進 ・タノモシ・
ココロザシ ・タテマッリモノ)、そして収取である 「公事」「年貢」 との比較検討を行い、純粋に人
的関係のみを背景として成立する点 にトブラヒの特徴が求められる、 と結論づけた。
従前の学説史において、中世的収取 と贈与の互換関係が論 じられる場合の贈与 とは、神仏など超
越者への贈与であるくタテマッリモノ〉であった。 しかしトブラヒのような人的関係に基づ く扶助
贈与 も視野に収める必要がある。鎌倉時代の朝廷儀礼 は〈一国平均役/御 訪〉 という二つの財源に
立脚する。一国平均役は、王権 としての 「公的」地位の具現化なのであって、それはいわば〈 タテ
マッリモノ〉であった。鎌倉時代におけるい くっかの朝廷行事 はく タテマッリモノ〉と トブラヒ、
異なる原理による二っの贈与によって支えられていたと理解することが可能であり、 「私的」 贈与
と評価される行為を組み込んだ収取論の重要性を確認 した。
第4章
天皇以外の諸権力による朝廷諸部局の動員を網羅的に検討 した。諸部局動員は大 きく三っの現象
的分類が可能である。 その一は、院宮などの皇族儀礼において、天皇一 太政官 ラインを介 して動
員されるものである。 これは天皇との特権的関係 に基づく動員形態と評価できる。その二は、長官 ・
別当がその地位を利用 して関係部局を動員するものである。 さらに長官 ・別当以外の人物が、長官 ・
別当との私的関係を利用 していわば間接的に動員することも可能であった。 こうした事実は前近代
官僚制では、なかば普遍的現象とも言える。そ して大臣 ・摂関儀礼での大規模な動員が第三の形態
である。太政官機構の首班という大臣の地位を勘案するならば、 この現象は長官による部局動員の
アナロジーとして理解できる。いわば太政官制的官僚機構の首班による最 も規模の大 きな部局動員
形態であった。大臣儀礼の延長線上に位置する摂関家儀礼での動員 も同様に理解 される。なお院宮
儀礼でも、天皇一 太政官 ラインを介さないものが存在 しており、部局関係に基づく動員に代表さ
れる 「私的」動員の展開が関係 したと思われる。
二っの類型のうち、天皇一 太政官ラインを介 しての動員は、八世紀段階まで遡及 し得 る可能性
がある。一方部局関係に基づ く動員は、別当一 部局での動員が多 く、別当制の敷かれた9世紀後
半が画期であろう。それは、〈天皇/全 官人〉か らく天皇/公 卿/下 級官人〉の三階層構造への変
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化に伴い、公卿層が下級官人層と部局そのものに対 して特権的立場を獲得 したことに由来すると考
えられる。
終 章1
4章に渡る考察の結果を、歴史的変遷として次のように再構成 した。
①10世紀末一 諸官司 ・諸衛府長官の 「私的」儀礼での管轄部局動員の出現。②9世 紀末一
五節舞姫献上など 「役」負担型儀礼の浮上。③10世紀 なかば一 ミウチ関係を誇示する儀礼
(産養など皇族通過儀礼)の 浮上。④11世紀初頭一 摂関家儀礼(摂 関賀茂詣)な どの浮上。
(③④の時期において、受領贈与を含む贈与行為が展開。 やがて11世紀を通 して受領贈与 は
「諸国所課」へ と 「体制化」を遂げる)⑤11世紀末以降一 院権力を核とする王権系仏教儀礼
の展開。
また本稿を通 して得 られた、当該期の儀礼体系を理解するための基本的視点は以下の通りである。
第一に、〈公権付与の構造〉のごとく過度にシステマティックに理解するのではな く、貴族社会 と
いう枠組みにおける政治的権力構造の反映として、儀礼体系は読み解 くべきである。第二に、新た
な儀礼体系の出現は先行する体系の全き否定 として現れるわけではない。いわば従前の構造の上に
重層的に堆積するのである。 したがってこの複合的重層的体系構造を解釈するためには、個々の要
素にっいての配慮が求められるのである。 最後に残 された課題 として、本論文で扱 った儀礼の限
定性の問題、より広範な社会諸階層 との関わり、鎌倉時代以降の見通 し、などに言及 した。
論 文 審 査 結 果 の 概 要
本論文は、平安時代(10～12世紀)の 儀礼の分析を通 じた貴族社会の権力構造の研究である。全
5章か ら構成 され、補論1章 を付する。
序論では、学説史の整理 と課題の設定を行ない、院(上 皇=治天)に 代表 される皇族 ・摂関家 ・
諸貴族を 「家産制的権力」 と規定 し、儀礼を素材 として、天皇=太 政官制的機構 とこれら諸権力に
よって構成される貴族社会の態様を考究するとする。
第1章 「院政期の仏教的儀礼体系」では、先行学説が 「公家沙汰」を即国家儀礼 と解 したことを
批判 し、この語は天皇が儀礼主体である場合を意味するに過 ぎないとした上で、摂関家の寺院では
摂関家家司が、六勝寺の如 き天皇御願寺では太政官職員が、諸皇族の院家型寺院では治天の君の院
司が運営組織を担当することを明 らかにし、儀礼の運営形態は寺院の性格によって決定され、摂関
家 ・上皇建立寺院の仏事が太政官運営となることはなかったとし、仏事の執行を通 じて、摂関政治
期には摂関家の、院政期には院権力の優位性が誇示されると論ずる。
第2章 「権門的権力と諸国所課」では、院 ・摂関家を主体とする諸国への賦課を 「権門的諸国所
課」とし、任大臣大饗 ・産養や立后(皇 族通過儀礼)・ 賀茂詣(摂 関家)・ 上皇女院仏事等の儀礼
を検討する。従来、これ らの儀礼の費用調達方式としての所課を、家産制儀礼の国家儀礼化による
太政官機構からの委任と解 してきたが、各権門の主体的行為として賦課がなされるのであって、そ
の根源は摂関藤原道長 ・頼通段階での受領への所課に発 し、この段階の既製事実が 「先例」 として
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集積 され、院政期に 「諸国所課」として 「体制化」されると論ずる。具体的に各種儀礼 ごとの事実
を検証 し、先例の体制化を明らかにしたことは極めて重要である。
第3章 「五節舞姫献上 ・春 日祭使 ・伊勢公卿勅使の経営と諸国所課」では、院 ・皇族 ・摂関家以
外の貴族諸家の場合を考察する。大嘗祭豊明節会の五節舞姫の奉仕は、天皇一 公卿関係の可視的
確認儀礼であるが、'その経営は選定された貴族の負担であり、これは関係諸人からの扶助的贈与で
ある 「訪」によって賄われ、春 日祭使等の場合も、同様であるとする。このく贈与〉 は摂関家等の
上級公家に従属す る受領層の負担として 「役」に転化 し、本来私的調達であった受領供出が、院政
期には院=王 権による権門諸国所課として体制化されて、諸儀礼を支えたと論ずる。補論 「中世に
おける扶助的贈与 と収取一 トブラヒ(訪)を めぐって一 」は、贈与行為の体制化=収取化 とい
う、問題点をより深化させ、神仏等の超越者に対するタテマツリモノのみならず、春 日祭使 ・諸法
会 。熊野詣などにみられる類縁者の贈与、諸職任料、荘園領主の下行などもトブラζ行為 と見倣さ
れることを確認 し、 トブラヒが純粋に人的関係において成立するものであったことを明らかにして
いる。かかる トブラヒ=贈与の慣行が社会の基底に存在 し、それが所課としての 「役」 に転化 し、
負担の体系に組込まれて体制化することを論 じているのであり、極めて斬新な見解 と云い得る。
第4章 「平安中後期の家産制的儀礼と朝廷諸部局の動員」は、天皇以外の諸権門による朝廷の諸
部局の動員を検討、院宮などによる太政官を通 じての動員、当該部局の長官の地位を利用しての動
員、それ以外の人物が長官 との私的関係を通 じて利用する動員の三形態があり、それらは公卿層が
下級官人層と部局に対 して特権的立場を獲得 したことに由来するとして、家産制的権力の国家機構
動員を具体化する。
終章は以上の研究を総括 し、儀礼体系が貴族社会という枠組みにおける政治的権力構造の反映で
あり、先例の体制化として展開することを結論とする。
本論文は、平安時代の公家日記以下の諸記録、多数の故実書等の諸史料を博捜 し、丹念な検討を
加え、従来は漠然と華麗な王朝絵巻の如 く見 られてきた諸儀礼が貴族社会の権力構造の表現である
ことを明 らかにし、多 くの新知見を提出 している。その研究成果は、平安時代史研究 。貴族社会研
究 ・王朝儀礼研究を明 らかに進展せ しめたものであり、斯界の学問的発展に寄与するところ少なく
ない。
よって、本論文の提出者は、博士(文 学)の 学位を授与されるに十分な資格を有するものと認め
られる。
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